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一
般
会
計
の
予
算
額
は
、
３

回
の
補
正
を
行
っ
た
結
果
、
前

年
度
か
ら
の
繰
越
額
を
含
め
て
、

２
５
８
億
１
５
１
９
万
４
０
０

０
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

決
算
額
は
、
歳
入
が
、
２
５

７
億
７
４
９
０
万
６
６
７
８
円

（
収
入
率　

・
８
�
）
、
歳
出

９９

が
、
２
５
３
億
１
３
４
３
万
４

０
５
４
円
（
執
行
率　

・
１
�
）

９８

と
な
り
、
差
引
き
４
億
６
１
４

７
万
２
６
２
４
円
を
平
成　

年
１８

度
へ
繰
越
し
ま
し
た
。

平
成
　
年
度
決
算
の
状
況
を�

　
　
　
　
お
知
ら
せ
し
ま
す�

17
�
土
地
面
積
（
学
校
敷
地
な
ど
）

　

…
５
６
１
万
２
２
４
平
方
�

�
建
物
面
積
（
庁
舎
な
ど
）
…

　
　

万
６
８
３
０
平
方
�

１８
�
自
動
車
保
有
台
数
（
消
防
車

　

両
を
含
む
）
…
１
０
７
台

�
出
資
金
な
ど
の
現
在
高
…
８

　

８
１
６
万
５
０
０
０
円

�
基
金
の
現
在
高
…　

億
６
７

２３

　

１
０
万
７
１
１
９
円

�
武
蔵
増
戸
駅
南
口
ま
ち
づ
く

　

り
道
路
整
備
事
業
…
３
億
８

　

８
０
１
万
３
１
７
４
円

�
中
央
図
書
館
建
設
事
業
…
３

　

億
８
３
２
２
万
３
８
０
円

�
あ
る
き
た
く
な
る
街
あ
き
る

　

野
整
備
事
業
…
３
億
７
６
２

　

３
万
２
２
１
７
円

�
秋
川
駅
南
口
運
動
広
場
整
備

　

事
業
…
１
億
１
２
９
万
３
９

　

４
３
円

�
市
民
球
場
駐
車
場
整
備
事
業

　

…
９
８
２
０
万
４
６
５
円

�
原
小
宮
土
地
区
画
整
理
事
業

　

…
９
０
０
０
万
円

�
五
日
市
会
館
整
備
事
業
…
７

　

３
５
３
万
３
４
５
０
円

�
初
雁
地
区
農
地
改
良
事
業
…

　

７
１
９
８
万
８
０
０
０
円

�
市
道
５
４
８
号
線
道
路
拡
幅

　

整
備
事
業
…
５
２
０
２
万
９

　

０
７
９
円

�
東
西
道
路
整
備
事
業
…
４
３

　

４
４
万
４
８
０
０
円

収入率構成比収入済額予算現額区　　　分

歳　
　
　
　

入

一　
　
　

般　
　
　

会　
　
　

計

１００．３％４１．５％１０６億９４９２万８１４７円１０６億６１０７万７０００円市 税

９９．９％１１．８％３０億５５８９万２０００円３０億５８９１万２０００円地 方 交 付 税

９８．６％１１．５％２９億６７７２万３１２５円３０億８９５万８０００円都 支 出 金

９６．８％８．４％２１億７３４０万円２２億４５２０万円市 債

９９．１％７．１％１８億３７５５万１８１５円１８億５４６９万１０００円国 庫 支 出 金

９５．４％３．１％７億９１９９万４０００円８億３０４４万３０００円地方消費税交付金

１００．８％２．２％５億６３３０万３９０４円５億５８８５万６０００円使用料及び手数料

１００．０％２．１％５億３１０８万２１４５円５億３１１０万６０００円繰 入 金

１０６．８％２．２％５億６１５０万７０３２円５億２５６３万２０００円諸 収 入

１０２．３％１０．１％２５億９７５２万４５１０円２５億４０３１万９０００円そ の 他

９９．８％１００．０％２５７億７４９０万６６７８円２５８億１５１９万４０００円合　　　計

執行率構成比支出済額予算現額区　　　分

歳　
　
　
　

出

９８．４％３１．１％７８億７６５１万１７３円８０億５１５万６０００円民 生 費

９８．１％１５．３％３８億８６４５万９３６６円３９億６３５１万３０００円教 育 費

９７．９％１１．９％３０億３７１万８８３１円３０億６７９６万円衛 生 費

９８．５％１１．４％２８億９６９０万６１６１円２９億４２４６万８０００円総 務 費

９７．０％１１．１％２８億７４万９８５８円２８億８６７０万３０００円土 木 費

９９．６％９．１％２２億９３１９万９５０４円２３億１４０万４０００円公 債 費

９７．３％４．５％１１億４３１４万２０３９円１１億７５００万４０００円消 防 費

９３．２％２．４％６億５２５万８８７２円６億４９４４万６０００円商 工 費

９８．１％３．２％８億７４８万９２５０円８億２３５４万円そ の 他

９８．１％１００．０％２５３億１３４３万４０５４円２５８億１５１９万４０００円合　　　計

各会計の決算状況
執行率支出済額収入率収入済額予算現額区　　分
９８．１％２５３億１３４３万４０５４円９９．８％２５７億７４９０万６６７８円２５８億１５１９万４０００円一 般 会 計
９８．８％６４億３４７１万６９８１円９８．２％６３億９６４８万４３５４円６５億１２１２万円国民健康保険

特　

別　

会　

計

９７．６％４５億９５７６万３５９４円９８．２％４６億２５２４万５３６０円４７億８８１万１０００円老 人 保 健
９８．１％３３億６５７６万７２９４円１０１．１％３４億６９０８万７２３４円３４億３０８３万８０００円介 護 保 険
９８．２％３３億１３１８万２１９９円１０１．２％３４億１６５０万２１３９円３３億７４８７万７０００円保険事業勘定

９４．０％５２５８万５０９５円９４．０％５２５８万５０９５円５５９６万１０００円介護サービス
事 業 勘 定

５４．９％７２３万１３７円１１９．１％１５６８万９９９７円１３１７万３０００円戸 倉 財 産 区
９８．９％３１億７０４万３５３６円１００．６％３１億５９７０万８３３６円３１億４１２３万４０００円下 水 道 事 業
９１．５％９億１６００万８３６６円９１．５％９億１６００万８３６６円１０億１１３万６０００円受託水道事業
９８．０％１８４億２６５２万９９０８円９８．８％１８５億８２２２万３６４７円１８８億７３１万２０００円小　　計
９８．０％４３７億３９９６万３９６２円９９．４％４４３億５７１３万３２５円４４６億２２５０万６０００円合　　計

　

主
な
収
入
済
額
は
、
国
民
健

康
保
険
税
、
国
、
都
の
支
出
金
、

社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金

か
ら
の
交
付
金
、
一
般
会
計
か

ら
の
繰
入
金
で
す
。
主
な
支
出

済
額
は
保
険
給
付
費
で
、
全
体

の　

・
７
�
を
占
め
ま
し
た
。

７０

　

な
お
、
歳
入
歳
出
差
引
不
足

額
を
平
成　

年
度
歳
入
繰
上
充

１８

用
金
で
補
て
ん
し
ま
し
た
。

　

主
な
収
入
済
額
は
、
社
会
保

険
診
療
報
酬
支
払
基
金
か
ら
の

交
付
金
、
国
、
都
、
市
か
ら
の

負
担
金
で
す
。
主
な
支
出
済
額

は
医
療
費
で
、
全
体
の　

・
２

９９

�
を
占
め
ま
し
た
。

　

介
護
保
険
特
別
会
計
は
、
保

険
事
業
勘
定
と
介
護
サ
ー
ビ
ス

事
業
勘
定
で
構
成
し
て
い
ま
す
。

　

保
険
事
業
勘
定
の
主
な
収
入

済
額
は
、　

歳
以
上
の
方
か
ら

６５

の
保
険
料
、
社
会
保
険
診
療
報

酬
支
払
基
金
か
ら
の
交
付
金
（　
４０

歳
か
ら　

歳
ま
で
の
方
に
負
担

６４

し
て
い
た
だ
い
て
い
る
保
険
料
）
、

介
護
給
付
費
に
対
す
る
国
、
都
、

市
か
ら
の
負
担
金
で
す
。
主
な

支
出
済
額
は
、
居
宅
介
護
サ
ー

ビ
ス
費
や
施
設
介
護
サ
ー
ビ
ス

費
な
ど
の
保
険
給
付
費
で
す
。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
勘
定
の

主
な
収
入
済
額
は
、
通
所
介
護

サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
介
護
報
酬

と
利
用
者
負
担
金
で
す
。
主
な

支
出
済
額
は
、
通
所
介
護
サ
ー

ビ
ス
事
業
の
委
託
料
で
す
。

　

な
お
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業

勘
定
は
、
平
成　

年
度
を
も
っ

１７

て
廃
止
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
収
入
済
額
は
、
会
館
使

用
料
と
繰
越
金
で
す
。
主
な
支

出
済
額
は
、
森
林
の
保
育
管
理

経
費
で
す
。

　

主
な
収
入
済
額
は
、
国
や
都

か
ら
の
補
助
金
、
市
債
、
使
用

料
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金

で
す
。
主
な
支
出
済
額
は
、
公

共
下
水
道
の
汚
水
管
布
設
工
事

費
、
設
計
委
託
費
、
市
債
の
償

還
金
で
す
。

　

平
成　

年
度
の
公
共
下
水
道

１７

事
業
と
し
て
、
汚
水
管
を
約
３

４
９
３
�
布
設
し
ま
し
た
。
整

備
面
積
は　

�
で
、
前
年
度
ま

２１

で
と
の
累
計
で
１
２
１
４
�
と

な
り
ま
し
た
。

　

主
な
収
入
済
額
は
、
皆
さ
ん

か
ら
の
水
道
料
金
を
も
と
に
し

た
都
か
ら
の
委
託
金
で
す
。

　

主
な
支
出
済
額
は
、
配
水
管

新
設
と
移
設
工
事
の
ほ
か
、
給

水
管
の
ス
テ
ン
レ
ス
化
工
事
、

秋
留
台
給
水
所
ほ
か
１
か
所
の

送
配
水
流
量
計
な
ど
改
良
工
事
、

草
花
ポ
ン
プ
所
ポ
ン
プ
、
電
気

設
備
な
ど
改
良
工
事
で
す
。

　

道
路
や
下
水
道
整
備
な
ど
の

ま
ち
づ
く
り
、
学
校
や
図
書
館

な
ど
の
社
会
教
育
施
設
の
整
備

な
ど
に
は
一
度
に
多
く
の
お
金

が
必
要
と
な
り
ま
す
。
そ
こ
で
、

国
や
都
の
許
可
を
得
て
、
国
、

都
、
銀
行
な
ど
か
ら
お
金
を
借

り
ま
す
。
こ
れ
を
市
債
と
い
い

ま
す
。

　

市
債
の
活
用
に
よ
り
、
現
在

施
設
を
利
用
さ
れ
て
い
る
方
だ

け
で
は
な
く
、
こ
れ
か
ら
利
用

さ
れ
る
世
代
の
方
々
に
も
負
担

し
て
い
た
だ
く
こ
と
で
、
財
政

負
担
の
均
衡
を
図
っ
て
い
ま
す
。

市債の現在高市　債　の　目　的
５７億８０８０万５９８６円学校や社会教育施設の整備のために

一　

般　

会　

計

４４億２０８４万１１６９円道路整備などのまちづくりのために
３５億１４８５万１７８８円庁舎建設などのために
６億３６３９万３６１６円観光施設などの整備のために
５億６７６９万８６０６円保育園などの福祉施設の整備のために
８７億５６２７万４３０１円その他（減税補てん債および臨時財政対策債など）
２３６億７６８６万５４６６円小　　　　計
２７３億１８２万９３６７円下水道事業特別会計（下水道整備のために）
１億５３３６万１０００円介護保険特別会計（介護保険事業の運営のために）
５１１億３２０５万５８３３円合　　　　計

※減税補てん債および臨時財政対策債の元利償還金相当額は、その全額が後年度の地方交付税に算入されます。

特特特特特特特特特特特特特特特特
別別別別別別別別別別別別別別別別
会会会会会会会会会会会会会会会会
計計計計計計計計計計計計計計計計
のののののののののののののののの
状状状状状状状状状状状状状状状状
況況況況況況況況況況況況況況況況

特
別
会
計
の
状
況

※１人当たりの金額は、支出済額を総人口で割ったものです。
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歳
入
は
、
市
税
を
は
じ
め
、

地
方
譲
与
税
や
地
方
交
付
税
、

地
方
特
例
交
付
金
な
ど
の
各
種

交
付
金
、
保
育
料
な
ど
の
負
担

金
、
体
育
館
な
ど
の
施
設
使
用

料
、
住
民
票
写
し
交
付
な
ど
の

手
数
料
、
国
や
都
か
ら
の
補
助

金
、
負
担
金
な
ど
、
基
金
か
ら

の
繰
入
金
、
受
託
事
業
収
入
な

ど
の
諸
収
入
、
減
税
の
補
て
ん

や
施
設
整
備
の
財
源
と
し
て
国

や
金
融
機
関
な
ど
か
ら
借
り
入

れ
る
地
方
債
な
ど
で
構
成
さ
れ

て
い
ま
す
。

「平成17年度あきる野市の財政　　　
　　（財政白書）」を作成しました

Ⅰ 
歳
入
の
状
況

　

市
税
は
、
平
成　

年
度
で
構

１７

成
比
が
歳
入
全
体
の　

・
１
�

４２

を
占
め
る
重
要
な
財
源
で
す
。

　

長
引
く
景
気
の
低
迷
や
国
の

経
済
対
策
の
一
つ
で
あ
る
景
気

浮
揚
を
目
的
と
し
た
政
策
減
税

な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
年
度
に

よ
っ
て
変
動
が
あ
る
も
の
の
、

平
成
９
年
度
を
ピ
ー
ク
に
減
収

傾
向
に
あ
り
ま
し
た
が
、
平
成

　

年
度
は
個
人
市
民
税
や
法
人

１７

市
民
税
な
ど
の
増
に
よ
り
、
市

税
収
入
全
体
で
は
、
前
年
度
と

比
較
し
て
２
億
３
９
５
８
万
１

０
０
０
円
、
率
に
し
て　

�
の

２．３

増
に
転
じ
ま
し
た
。

　

市
税
収
入
の
内
訳
は
、
固
定

資
産
税
と
個
人
市
民
税
が
中
心

で
あ
り
、
こ
の
２
税
で
市
税
収

入
の
約
８
割
を
占
め
て
い
ま
す
。

（
表
１
、
図
１
参
照
）

　

地
方
交
付
税
は
、
地
方
公
共

団
体
間
の
財
源
の
不
均
衡
を
調

整
し
、
ど
の
地
域
に
住
む
住
民

に
も
標
準
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス

や
基
本
的
な
社
会
資
本
が
提
供

で
き
る
よ
う
に
財
源
を
保
障
す

る
制
度
で
す
。

　

交
付
額
は
、
平
成　

年
度
を

１１

ピ
ー
ク
に
連
続
し
て
減
少
し
て

い
ま
す
。
特
に
、
平
成　

年
度

１３

か
ら
臨
時
財
政
対
策
債
が
創
設

さ
れ
、
普
通
交
付
税
か
ら
臨
時

財
政
対
策
債
へ
の
振
替
措
置
が

講
じ
ら
れ
て
い
る
た
め
、
普
通

交
付
税
の
交
付
額
の
減
少
額
が

大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。
（
表

２
、
図
２
参
照
）

表１　市税（市民１人当たり）の推移

１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度９年度８年度７年度区　分

１３３，１９９１３０，８４７１３３，２１６１３９，３７８１４３，１７０１３９，４６４１４４，２８８１４５，５１３１５０，２５５１４１，８６３１３８，９２３あきる野市

１６５，９３２１６２，０１０１６３，６６７１６９，６０１１７４，５１０１７３，３２１１７８，１９２１８２，９２４１８８，６０７１８２，９７０１７９，７９０２６市

－１２５，１２７１２５，２７０１３３，４５５１３５，９１６１３７，０００１４０，４３２１３９，９１６１４３，０７０１３８，８５３１３２，２６６類似団体

（単位：円）

表２　地方交付税（市民１人当たり）の推移

１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度９年度８年度７年度区　分

３８，０５９４１，７５２４１，５５９５０，３６０５８，６７０６４，２０６６８，２８６５９，２９４５６，１００５０，７０４５１，００８あきる野市

６，２８０６，８６９８，１７４１０，９７２１２，８０３１３，６４９１４，０３４１０，３１８８，８０８６，６１９６，２３２２６市

－４８，２１１５３，０２７５３，７４７５７，９２２５８，７５５５６，０３６４８，４６１４６，８１８４０，２２３４２，７２０類似団体

（単位：円）

表３　人件費（市民１人当たり）の推移

１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度９年度８年度７年度区　分

５８，１４９５９，５０５６０，７８３６３，５８３６４，７９１６５，０４３６６，２０９６７，３０８６７，２４１６７，６４３６６，６３３あきる野市

６３，１０９６４，４２８６６，４３１６７，８４９６９，７６８７１，７３３７２，９７３７２，７８６７３，５９２７２，７４７７２，４３４２６市

－６７，６６０６９，０７７６９，８９９７２，０３６７３，６３２７４，８４５７５，１９３７４，８３１７２，４０６７１，８１５類似団体

（単位：円）

表４　職員数の推移

１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度９年度８年度７年度区　分

５２２５３６５５７５７１５７７５９１６０３６０５６１４６１９６２０あきる野市

（単位：人）

表５　投資的経費の推移

１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度９年度８年度７年度区　分

２，４６２，３７８３，１７８，３３３４，３２０，１０８３，３９０，４５４４，６９７，５１９８，７２１，０８８４，１７３，２１１４，０８８，７１３３，８９５，０６２５，２１６，６６４６，４０３，３１７投 資 的
経　　費

３８，９０９３７１，９７１５７４，０６６５８８，７４５５５２，７４０２４０，１１４４５７，３３４５７９，７９４５６４，３３３４１８，９２４２７８，１１４補助事業

２，４２３，４６９２，８０６，３６２３，７４６，０４２２，８０１，７０９４，１４４，７７９８，４８０，９７４３，７１５，８７７３，５０８，９１９３，３３０，７２９４，７９７，７４０６，１２５，２０３単独事業

（単位：千円）

表６　地方債現在高の推移

１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度９年度８年度７年度区　分

２３，５６６，７１９２３，２０１，９６７２１，７９６，０８２１９，３３３，０２２１８，５６７，８５４１７，８７５，５２２１５，００９，９５０１５，４７６，６２２１６，０２８，８６１１６，４２４，４７４１６，３０３，６７５市　　債
現 在 高

３，０９５，４７３３，１８５，１１２３，１４７，７５６３，１２５，１６１３，１２５，５１９３，０９７，９４６３，０６９，４４７３，０４８，０９８２，６４８，４６９２，６６９，９００１，６７７，３００うち減税
補てん債

４，８７６，５４６４，０５２，０００２，８５４，７００１，１８９，７００３８３，２００００００００
うち臨時
財　　政
対 策 債

（単位：千円）

　市では、平成１８年３月に策定し

た「行政改革推進プラン実施計画」

に基づき、各種の取組を進めてお

りますが、健全な財政運営を維持

していくためには、市の財政がど

のような状態になっているかを分

析し、正しく把握する必要があり

ます。このため、都内の２６市や全

国の類似団体との比較を交えなが

ら、平成７年度から平成１７年度ま

での決算状況の推移について分析

を行い、「あきる野市の財政（財

政白書）」を作成しましたので、

その概要をお知らせします。



　

地
方
公
共
団
体
の
経
費
は
、

そ
の
経
済
的
な
性
質
に
よ
っ
て
、

義
務
的
経
費
、
投
資
的
経
費
お

よ
び
そ
の
他
の
経
費
に
分
け
ら

れ
ま
す
。

　

義
務
的
経
費
は
、
そ
の
支
出

が
義
務
付
け
ら
れ
、
任
意
に
削

減
で
き
な
い
経
費
で
、
職
員
の

給
与
な
ど
の
人
件
費
、
生
活
保

護
費
な
ど
の
扶
助
費
お
よ
び
市

債
の
元
利
償
還
な
ど
の
公
債
費

で
す
。

と
い
え
ま
す
。
（
表
３
・
４
参

照
）

　

職
員
の
人
件
費
を
市
民
１
人

当
た
り
に
換
算
し
、　

市
や
類

２６

似
団
体
と
比
較
す
る
と
、
い
ず

れ
の
年
度
も
低
く
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
れ
は
、
職
員
数
の
推
移

な
ど
か
ら
も
読
み
取
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
職
員
数
は
、
平
成

７
年
度
は
６
２
０
人
で
し
た
が
、

平
成　

年
度
は
５
２
２
人
と
な

１７

り
、
退
職
者
の
不
補
充
を
行
っ

て
き
た
た
め
に
、　

年
間
で　

１０

９８

人
の
減
員
が
図
ら
れ
、
行
政
改

革
に
よ
る
効
果
が
現
れ
て
い
る

　

扶
助
費
は
、
老
人
福
祉
法
、

児
童
福
祉
法
、
生
活
保
護
法
な

ど
に
基
づ
く
社
会
保
障
制
度
の

一
環
と
し
て
、
対
象
者
に
サ
ー

ビ
ス
な
ど
を
提
供
す
る
た
め
の

費
用
で
す
。

　

平
成　

年
度
は
、
介
護
保
険

１２

制
度
の
導
入
に
よ
り
、
従
来
は

老
人
福
祉
費
と
し
て
支
出
し
て

い
た
経
費
が
介
護
保
険
特
別
会

計
へ
の
繰
出
金
と
な
っ
た
た
め
、

扶
助
費
が
一
時
的
に
減
少
し
ま

し
た
が
、
そ
の
後
、
景
気
の
低

迷
な
ど
に
よ
る
生
活
保
護
受
給

者
の
増
加
や
児
童
扶
養
手
当
の

支
給
事
務
の
国
か
ら
の
移
管
な

ど
に
よ
り
年
々
増
加
し
、
平
成

　

年
度
で
は　

億
６
０
３
万
３

１７

４５

０
０
０
円
と
な
り
、
平
成
７
年

度
と
比
較
し
て
約　

�
の
増
と

７０

な
っ
て
い
ま
す
。（
図
３
参
照
）

　

投
資
的
経
費
は
、
道
路
、
公

園
、
学
校
な
ど
の
整
備
に
要
す

る
経
費
で
す
。

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
の
度
合

い
を
判
断
す
る
指
標
と
し
て
、

経
常
収
支
比
率
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
は
、
市
税
や
地
方
交
付
税

な
ど
毎
年
入
っ
て
く
る
経
常
的

な
収
入
の
う
ち
、
そ
の
使
途
が

限
定
さ
れ
ず
に
使
え
る
経
常
一

般
財
源
を
分
母
と
し
て
、
人
件

費
、
扶
助
費
、
公
債
費
、
物
件

費
な
ど
毎
年
決
ま
っ
て
支
出
さ

れ
る
経
常
経
費
に
充
当
し
た
一

般
財
源
を
分
子
と
し
て
計
算
し

た
数
値
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

経
常
収
支
比
率
が
低
け
れ
ば
財

政
構
造
は
弾
力
性
が
あ
り
、
そ

れ
だ
け
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
を
行

え
る
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

経
常
収
支
比
率
は
、　

市
と

２６

比
較
す
る
と
平
成
９
年
度
か
ら

平
成　

年
度
ま
で
は
低
く
推
移

１５

し
て
い
ま
し
た
が
、
平
成　

年
１６

度
か
ら
は
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

（
図
４
参
照
）

　

地
方
債
は
、
世
代
間
の
負
担

の
公
平
性
を
図
る
役
割
が
あ
り
、

公
債
費
比
率
、
実
質
公
債
費
比

率
な
ど
が
適
正
な
範
囲
内
で
あ

れ
ば
有
効
に
活
用
す
べ
き
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
地
方
債
現
在
高

は
、
平
成　

年
度
末
で
２
３
５

１７

億
６
６
７
１
万
９
０
０
０
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
中
に
は
、
国
の
政
策
に

よ
り
発
行
さ
れ
た
減
税
補
て
ん

債
と
臨
時
財
政
対
策
債
が
合
わ

せ
て　

億
７
２
０
１
万
９
０
０

７９

０
円
含
ま
れ
て
い
ま
す
。
（
表

６
参
照
）

　

財
政
力
指
数
は
、
財
政
力
を

示
す
一
般
的
な
指
標
で
あ
り
、

普
通
交
付
税
の
算
定
に
用
い
ら

れ
る
基
準
財
政
収
入
額
を
基
準

財
政
需
要
額
で
除
し
て
求
め
ら

れ
た
数
値
の
３
年
度
間
の
平
均

値
で
す
。

　

財
政
力
指
数
が
高
い
ほ
ど
自

主
財
源
の
割
合
が
高
く
財
政
力

が
強
い
と
さ
れ
、
こ
の
指
数
が

「
１
」
に
満
た
な
い
市
町
村
は
、

普
通
交
付
税
に
よ
る
財
源
調
整

が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
、
通
常
水

準
の
行
政
活
動
が
で
き
な
い
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

財
政
力
指
数
は
、
平
成　

年
１１

度
か
ら
下
降
傾
向
に
あ
り
ま
し

た
が
、
平
成　

年
度
以
降
は
上

１４

昇
し
て
い
ま
す
。（
図
５
参
照
）

※
備
考

�
原
則
と
し
て
、
普
通
会
計
（
地

　

方
財
政
状
況
調
査
）
の
決
算

　

数
値
を
使
用
し
て
い
ま
す
。

�
「　

市
」
と
は
、
あ
き
る
野

２６

　

市
を
含
む
都
内　

市
の
単
純

２６

　

平
均
（
平
成　

年
度
ま
で
は

１１

　
　

市
の
平
均
）
を
い
い
ま
す
。

２７
�
「
類
似
団
体
」
と
は
、
人
口

　

や
産
業
構
造
の
態
様
の
類
似

　

し
て
い
る
団
体
を
い
い
ま
す
。

財
政
課
財
政
係

（
内
線
２
２
３
１
）

問
合
せ

図１　市税の推移

図２　地方交付税の推移

図３　扶助費の推移

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

図４　経常収支比率の推移

図５　財政力指数の推移

Ⅱ 
歳
出
の
状
況

Ⅲ 
財
政
の
弾
力
性

　

投
資
的
経
費
の
う
ち
単
独
事

業
は
、
新
庁
舎
建
設
事
業
の
あ

っ
た
平
成　

年
度
を
除
き
、
平

１２

成
８
年
度
以
降
、
急
激
に
落
ち

込
ん
で
い
ま
す
。
平
成　

年
度

１５

は
、
土
地
開
発
公
社
の
経
営
健

全
化
計
画
に
伴
う
用
地
買
収
事

業
が
増
え
た
た
め
に
単
独
事
業

費
が
増
加
し
ま
し
た
が
、
そ
の

後
は
減
少
し
て
い
ま
す
。
平
成

　

年
度
の
減
少
の
要
因
は
、
東

１７部
図
書
館
建
設
事
業
や
中
央
公

民
館
整
備
事
業
の
完
了
な
ど
に

よ
る
も
の
で
す
。（
表
５
参
照
）



平成１７年度の「バランスシート」と�
　　　「行政コスト計算書」を作成しました�

（単位：千円）平成１７年度　普通会計のバランスシート（平成１８年３月３１日現在）

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
は
、
会

計
年
度
末
時
点
で
市
が
保
有
す

る
土
地
、
建
物
、
基
金
、
現
金

な
ど
の
資
産
や
、
こ
れ
ら
を
得

る
た
め
に
負
担
し
た
額
な
ど
の

状
況
を
表
し
た
も
の
で
す
。

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
左
側

に
資
産
（
市
民
の
財
産
）
、
右

側
に
負
債
（
将
来
の
世
代
の
負

担
）
と
資
産
合
計
か
ら
負
債
合

計
を
差
し
引
い
た
額
で
あ
る
正

味
資
産
（
今
ま
で
の
世
代
に
よ

　市の財政状況をわかりやすくお
知らせするため、資産と負債の状
況を表すバランスシート（貸借対
照表）と行政サービスを行うため
にどのくらいのコスト（費用）が
かかっているかを表す行政コスト
計算書を作成しました。

る
負
担
）
が
表
示
さ
れ
、
「
資

産
＝
負
債
＋
正
味
資
産
」
と
い

う
関
係
で
、
双
方
が
同
額
に
な

っ
て
釣
り
合
う
こ
と
か
ら
、
バ

ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
呼
ば
れ
て
い

ま
す
。

　

市
が
土
地
や
建
物
な
ど
の
資

産
を
ど
れ
く
ら
い
保
有
し
、
そ

の
資
産
を
得
る
た
め
に
受
け
た

国
や
都
か
ら
の
補
助
金
の
額
や

借
入
れ
を
し
た
額
な
ど
が
わ
か

り
ま
す
。

　

な
お
、
自
治
体
は
営
利
活
動

を
目
的
と
し
て
い
な
い
た
め
、

民
間
企
業
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

と
は
異
な
り
、
「
資
本
」
と
い

う
名
称
で
は
な
く
、
「
正
味
資

産
」
と
い
う
名
称
を
用
い
て
い

ま
す
。

　

こ
の
う
ち
、
土
地
や
建
物
な

ど
の
有
形
固
定
資
産
の
占
め
る

割
合
は
、　

・
５
�
で
す
。
有

９６

形
固
定
資
産
の
主
な
構
成
割
合

は
、
土
木
費　

・
５
�
、
教
育

４２

費　

・
３
�
、
総
務
費　

・
５

３１

１５

�
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

負
債
の
う
ち
、
市
の
借
金
と

な
る
地
方
債
（
流
動
負
債
の
翌

年
度
償
還
予
定
額
を
含
む
）
が

　

・
８
�
を
占
め
て
い
ま
す
。

７９負
債
は
、
将
来
の
世
代
の
負
担

を
表
し
ま
す
が
、
今
後
、
現
在

保
有
し
て
い
る
施
設
か
ら
サ
ー

ビ
ス
を
受
け
て
い
く
こ
と
か
ら
、

そ
の
負
担
を
し
て
も
ら
う
こ
と

は
、
負
担
の
公
平
を
図
る
う
え

で
必
要
な
こ
と
と
い
わ
れ
て
い

ま
す
。

　

正
味
資
産
は
、
資
産
に
対
し

て　

・
５
�
を
占
め
て
お
り
、

７１
今
ま
で
の
世
代
が
こ
の
割
合
を

負
担
し
て
き
た
こ
と
に
な
り
ま

す
。

　

こ
れ
ら
を
市
民
１
人
当
た
り

で
み
る
と
、
資
産
１
２
８
万
３

２
０
２
円
、
負
債　

万
５
４
３

３６

０
円
、
正
味
資
産　

万
７
７
７

９１

２
円
、
ま
た
１
世
帯
当
た
り
で

み
る
と
、
資
産
３
３
２
万
５
２

７
２
円
、
負
債　

万
６
９
７
１

９４

円
、
正
味
資
産
２
３
７
万
８
３

０
１
円
と
な
り
ま
す
。
資
産
に

対
す
る
負
債
と
正
味
資
産
の
割

合
は
、
世
代
間
の
負
担
割
合
を

表
し
て
お
り
、
負
債
の
割
合
が

高
い
ほ
ど
、
将
来
の
世
代
の
負

担
が
高
く
な
る
こ
と
を
表
し
ま

す
。

貸　　　　　　　方借　　　　　　　方

※債務負担行為に係る補償等　　　　　　�物件の購入などに係るもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�債務保証および損失補償に係るもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�利子補給などに係るもの

１１，１０４，４７７千円
９，２７１，１１６千円

０千円

［資産の部］
１．有形固定資産（＊１）
　�総務費
　�民生費
　�衛生費
　�労働費
　�農林水産業費
　�商工費
　�土木費
　�消防費
　�教育費
　�その他
　　計
　　（うち土地　　　　　　　　　　　　）
有形固定資産合計

２．投資等
　�投資及び出資金（＊２）
　�貸付金
　�基金（＊３）
　　�特定目的基金
　　�土地開発基金
　　�定額運用基金
　　　基金計
　�退職手当組合積立金（＊４）
投資等合計

３．流動資産
　�現金・預金（＊５）
　　�財政調整基金
　　�減債基金
　　�歳計現金
　　　現金・預金計
　�未収金（＊６）
　　�地方税
　　�その他
　　　未収金計
流動資産合計

�資 産 合 計

１５，４７３，４８１
２，８３０，２２０
８７５，２８２

０
１，６５５，９６９
３，８８９，２１９
４２，５４６，８０２
１，４２８，１４２
３１，３３２，６８０
４９，７９１

１００，０８１，５８６
４１，７５６，２４２
１００，０８１，５８６

８８，１６５
３，７３０

３２５，４１５
０

２２，９７３
３４８，３８８
４０９，８６１
８５０，１４４

１，０５６，１７４
８００，６９５
４６１，４７３
２，３１８，３４２

３９２，８３７
５９，０３４
４５１，８７１
２，７７０，２１３

１０３，７０１，９４３

［負債の部］
１．固定負債

　�地方債（＊７）

　�債務負担行為
　　�物件の購入等
　　�債務保証又は損失補償
　　　債務負担行為計

　�退職給与引当金（＊８）

固定負債合計

２．流動負債
　�翌年度償還予定額（＊９）

　�翌年度繰上充用金

流動負債合計

�

［正味資産の部］

１．国庫支出金

２．都道府県支出金

３．一般財源等

� （＊１０）

�

負 債 合 計

正 味 資 産 合 計

負 債 ・ 正 味 資 産 合 計

２１，６０３，４９４

０
０
０

５，９６５，５２９

２７，５６９，０２３

１，９６３，２２５

０

１，９６３，２２５

２９，５３２，２４８

６，５１８，０８９

１６，２２５，７２６

５１，４２５，８８０

７４，１６９，６９５

１０３，７０１，９４３

バランスシートを一般家庭に�
置き換えてみると�

バランスシートを一般家庭に�
置き換えてみると�

バランスシートを一般家庭に�
置き換えてみると�

バランスシートを一般家庭に�
置き換えてみると�

流動資産

投資等

＊１　有形固定資産…道
　路や公園などの土地や
　学校、保育園、庁舎な
　どの建物
＊２　投資等�投資及び
　出資金…土地開発公社
　などへの出資金
＊３　投資等�基金…特
　定の目的に使用するた
　めに積み立てた基金
＊４　投資等�退職手当
　組合積立金…東京都市
　町村職員退職手当組合
　に積み立てられている
　退職手当の年度末にお
　ける市の持分相当額
＊５　流動資産�現金・
　預金…将来の資金不足
　に備えて預金などによ
　り保有している積立金
　など
＊６　流動資産�未収金
　…年度末までに納期が
　過ぎても収められてい

　ない税金など
＊７　固定負債�地方債
　…地方債のうち平成１８
　年度以降に返済する必
　要のある額
＊８　固定負債�退職給
　与引当金…年度末に在
　職している職員全員（年
　度末退職者を除く）が
　退職したと仮定した場
　合の退職金の合計額
＊９　流動負債�翌年度
　償還予定額…地方債の
　うち１年以内に返済す
　る必要のある額
＊１０　正味資産合計…資
　産形成のために今まで
　の世代が負担してきた
　額
＊１１　債務負担行為に係
　る補償等…数年にわた
　る工事や債務など、翌
　年度以降に支出予定の
　ものの限度額

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

バランスシートの主な用語

（＊１１）



　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
が
市
の
所

有
す
る
土
地
や
建
物
な
ど
の
資

産
に
係
る
財
政
状
況
を
表
し
た

も
の
に
対
し
て
、
行
政
コ
ス
ト

計
算
書
は
、
資
産
の
形
成
に
つ

な
が
ら
な
い
人
的
サ
ー
ビ
ス
や

給
付
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
行
政
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
、
１

年
間
に
ど
の
分
野
に
ど
の
く
ら

い
の
コ
ス
ト
（
費
用
）
が
か
か

り
、
そ
の
コ
ス
ト
を
ど
の
よ
う

な
財
源
で
賄
っ
て
い
る
か
を
表

し
た
も
の
で
す
。

行
政
コ
ス
ト
計
算
書�

行
政
コ
ス
ト
計
算
書�

　

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
を
横
に

見
て
い
く
と
、
総
務
費
や
教
育

費
な
ど
、
ど
の
分
野
に
ど
の
く

ら
い
の
コ
ス
ト
が
か
け
ら
れ
て

い
る
か
が
わ
か
り
ま
す
。
ま
た
、

縦
に
見
て
い
く
と
、
人
件
費
や

物
件
費
な
ど
、
ど
の
よ
う
な
性

質
の
も
の
に
コ
ス
ト
が
か
け
ら

れ
て
い
る
か
が
わ
か
り
ま
す
。

　

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト
が
全

体
の　

・
３
�
を
占
め
て
い
ま

４８

す
。
特
に
、
そ
の
中
で
も
民
生

費
の
占
め
る
割
合
が　

・
０
�

５７

あ
り
、
高
齢
者
な
ど
へ
の
福
祉

に
か
か
る
コ
ス
ト
が
大
き
い
こ

と
が
わ
か
り
ま
す
。
ま
た
、
人

件
費
な
ど
の
人
に
か
か
る
コ
ス

ト
が
全
体
の　

・
４
�
と
な
っ

１９

て
い
ま
す
。
全
体
で
は
、
民
生

費
と
土
木
費
で　

・
４
�
を
占

４９

め
て
い
ま
す
。

　

行
政
コ
ス
ト
に
対
す
る
使
用

料
・
手
数
料
等
の
割
合
が　

�
６．１

と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、

市
の
施
設
を
利
用
す
る
な
ど
の

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
よ
う
と

す
る
人
が
支
払
う
、
い
わ
ゆ
る

受
益
者
負
担
の
割
合
を
主
に
示

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
市
税
な

ど
の
一
般
財
源
に
依
存
し
て
い

る
割
合
が　

・
０
�
と
な
っ
て

６６

い
ま
す
。

�
減
価
償
却
費
…
バ
ラ
ン
ス
シ

　

ー
ト
に
計
上
さ
れ
て
い
る
有

　

形
固
定
資
産
に
つ
い
て
、
そ

　

の
使
用
に
よ
り
、
平
成　

年
１７

　

度
に
資
産
価
値
を
減
少
さ
せ

　

た
額
を
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た

　

コ
ス
ト
と
し
て
捉
え
た
も
の

　

（
耐
用
年
数
に
つ
い
て
は
、

　

総
務
省
方
式
で
示
さ
れ
た
耐

　

用
年
数
を
使
用
）

�
公
債
費
（
利
子
分
の
み
）
…

　

地
方
債
お
よ
び
一
時
借
入
金

　

の
支
払
利
息

�
不
納
欠
損
額
…
未
収
金
の
う

　

ち
、
時
効
な
ど
に
よ
り
徴
収

　

で
き
な
か
っ
た
税
金
な
ど

行政コストは、性質別に大きく４分類しています。

市職員の人件費や議員の報酬など
人にかか
るコスト

１

ごみ収集などの委託料、各施設の運
営費や修繕料、光熱水費など

物にかか
るコスト

２

市民団体などへの補助金、児童、身
体の不自由な方などへの手当、特別
会計への繰出金など

移転支出
的なコス
ト

３

市で借入れしているお金の利子分、
徴収できなくなった税金など

その他の
コスト

４

行政コストの財源となる収入項目は、以下のとおりです。

市の施設を利用したときに支払う使
用料、戸籍謄本や住民票などの発行
に伴う手数料など

使用料・
手数料等

１

市が行う行政サービスに対する国や
都からの補助金など

国庫（都）
支出金

２

市民税や固定資産税などの市税、地
方交付税や地方消費税交付金など

一般財源３

［行政コスト］ （単位：千円、％）
不納
欠損額

諸支出費公債費
災害
復旧費

教育費消防費土木費商工費
農林水産
業費

労働費衛生費民生費総務費議会費
（構成
比率）

総額区　　　分

０８４５，３２３３５，０２９３３１，０９４７８，３８４９７，１０１０３３２，８３３８８７，０８２１，４１４，９００２５６，９６６１７．８４，２７８，７１２人件費�

１ ０７６，９８４３，１９０３０，１５３７，１３８８，８４３０３０，３１１８０，７８６１２８，８５５２３，４０２１．６３８９，６６２
退職給与引当金繰入
等

�

０９２２，３０７３８，２１９３６１，２４７８５，５２２１０５，９４４０３６３，１４４９６７，８６８１，５４３，７５５２８０，３６８１９．４４，６６８，３７４小　計

００１，２１５，３８２７４，０６９１６３，５７８６４，１８６８３，５９７１７４，４１６９９７，２８３３５３，１２９９０１，９４１１６，１８８１６．８４，０４３，７６９物件費�

２
４７，２１４１，６０６２６，３２２６７３１１４０６４６７，５８８１２，４１９００．４９６，５８２維持補修費�

０７１３，７０６１０５，７９５１，６２９，６２４１０４，８２０１５２，５２００２４，２７４１８８，４１５２４５，４６７２１１１３．２３，１６４，８３２減価償却費�

００１，９７６，３０２１８１，４７０１，８１９，５２４１６９，６７９２３６，２３１１７４，４１６１，０２２，２０３５４９，１３２１，１５９，８２７１６，３９９３０．４７，３０５，１８３小　計

６０，６０７０４，４４５，４２６１８．８４，５０６，０３３扶助費�

３

００３３０，８８０９６６，０３７１１８，６６８６１，６７３２９，４４３４７，０２８１，６５３，２０５３５６，７６９２０４，６０４６，３４９１５．７３，７７４，６５６補助費等�

０００１，３４９，６９５００００１，７９９，０１２０１３．１３，１４８，７０７繰出金�

０３，４２３９４，００１０２２，５０００６，６６０１３，７８８３３，７０８００．７１７４，０８０
普通建設事業費（他
団体等への補助金な
ど）

�

００３９１，４８７９６９，４６０１，５６２，３６４６１，６７３５１，９４３４７，０２８１，６５９，８６５６，６１４，９９５２３８，３１２６，３４９４８．３１１，６０３，４７６小　計

００．００災害復旧事業費�

４

００．００失業対策事業費�

４０３，９４７１．７４０３，９４７公債費（利子分のみ）�

００００００００００００．００債務負担行為繰入�

６４，３０９０．２６４，３０９不納欠損額�

６４，３０９４０３，９４７０００００００００００１．９４６８，２５６小　計

６４，３０９０４０３，９４７０３，２９０，０９６１，１８９，１４９３，７４３，１３５３１６，８７４３９４，１１８２２１，４４４３，０４５，２１２８，１３１，９９５２，９４１，８９４３０３，１１６２４，０４５，２８９ａ行政コスト

０．３０．０１．７０．０１３．７４．９１５．６１．３１．６０．９１２．７３３．８１２．２１．３（構成比率）

［収入項目］ （単位：千円、％）
不納
欠損額

諸支出費公債費
災害
復旧費

教育費消防費土木費商工費
農林水産
業費

労働費衛生費民生費総務費議会費
（構成
比率）

総額区　　　分

０３２，５３４０１３０，６４５１，２９９４７，６３４５９，２９７２５，００４０３４１，４２４３９３，９７０４３８，４２０４０１，４７０，２６７ｂ１使用料・手数料等

０．０８．１０．０４．００．１１．３１８．７６．３０．０１１．２４．８１４．９０．０６．１ｂ／ａ

０００２８９，４４８１５０，１３０１３８，３１９５，６７８５７，１２４１０，６１７３１３，０６９３，１７１，４７７２６６，９７５４，４０２，８３７ｃ２国庫（都）支出金

０．００．００．０８．８１２．６３．７１．８１４．５４．８１０．３３９．０９．１１８．３ｃ／ａ

１５，８７５，１０４ｄ３一般財源

６６．０ｄ／ａ

２１，７４８，２０８ｅ収入（ｂ＋ｃ＋ｄ）

９６３，０１１ｆ
４正味資産国庫（都）支
　出金償却額

５２，８２６，８５２５期首一般財源等

△１，３３４，０７０
差引（ｅ－ａ＋ｆ）一般
財源等増減額

５１，４２５，８８０６期末一般財源等

行政コスト計算書（平成１７年度）� �������������������������������������������������������������

※「使用料・手数料等」…分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金および諸収入
※一般財源…地方税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ
　場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税および交通安全対策特別交付金

問合せ　財政課財政係（内線２２３１）



　

土
地
開
発
公
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は
、
「
公
有

地
の
拡
大
の
推
進
に
関
す
る
法

律
」
に
基
づ
き
、
市
の
全
額
出

資
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
で

す
。
公
有
用
地
な
ど
の
取
得
、

管
理
、
処
分
な
ど
を
行
う
こ
と

に
よ
り
、
地
域
の
秩
序
あ
る
整

備
と
市
民
福
祉
の
増
進
に
寄
与

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま

す
。

　

平
成　

年
度
は
、
面
積
１
３

１７

４
１
・
５
２
平
方
�
の
土
地
の

処
分
を
行
い
ま
し
た
。
ま
た
、

保
有
土
地
を
活
用
し
た
駐
車
場

事
業
お
よ
び
土
地
の
有
償
貸
付

を
行
い
ま
し
た
。

　

収
入
額
は
、
土
地
の
処
分
が

２
億
６
３
０
９
万
９
４
円
、
市

か
ら
の
補
助
金
が
１
億
１
５
０

０
万
円
、
駐
車
場
事
業
お
よ
び

土
地
の
有
償
貸
付
が
合
わ
せ
て

８
１
３
万
５
４
８
７
円
で
し
た
。

　

平
成　

年
度
末
の
公
社
の
資

１７

産
総
額
は
、　

億
５
８
５
５
万

８８

９
５
２
４
円
で
す
。
資
産
の
内

訳
は
、
保
有
土
地
が
、
面
積　
２８

万
７
６
９
７
・
４
９
平
方
�
で
、

簿
価
額
が
、　

億
４
９
０
９
万

８８

６
８
９
３
円
で
す
。
ま
た
、
現

金
お
よ
び
預
金
が
、
９
４
６
万

２
６
３
１
円
で
す
。

　

一
方
、
負
債
は
、
短
期
借
入

金
が
、　

億
４
９
６
０
万
円
で

８８

す
。

　

こ
の
結
果
、
差
引
正
味
財
産

は
、
８
９
５
万
９
５
２
４
円
と

な
り
ま
し
た
。

�
簿
価
額
…
公
社
の
経
理
で
い

　

う
簿
価
額
は
、
土
地
の
取
得

　

価
格
に
、
売
却
す
る
ま
で
の

　

借
入
金
利
息
お
よ
び
管
理
経

　

費
を
加
算
し
た
帳
簿
価
格
の

　

こ
と
を
い
い
ま
す
。

※
現
在
、
公
社
で
は
、
「
土
地

　

開
発
公
社
の
経
営
の
健
全
化

　

に
関
す
る
計
画
書
」
に
沿
っ

　

て
、
保
有
土
地
の
簿
価
総
額

　

の
縮
減
を
行
う
た
め
、
土
地

　

の
処
分
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
保
有
土
地
の
う
ち
、

　

当
面
、
処
分
予
定
の
な
い
土

　

地
に
つ
い
て
は
、
処
分
が
具

　

体
化
す
る
ま
で
の
間
、
暫
定

　

的
に
駐
車
場
事
業
や
土
地
の

　

有
償
貸
付
を
行
う
な
ど
の
活

　

用
を
行
い
、
収
益
の
改
善
に

　

努
め
て
い
ま
す
。

（資産の部）
Ⅰ　流動資産
　　現金及び預金
　　公有用地（※１）
　　完成土地等（※２）
　　代替地（※３）
　流動資産合計…①

Ⅱ　固定資産
　　投資その他の資産
　　長期性預金（※４）
　固定資産合計…②

資産合計（①＋②）

（負債の部）
Ⅰ　流動負債
　　短期借入金（※５）
　流動負債合計

負債合計…③

（資本の部）
Ⅰ　資本金
　　基本財産（※６）
　資本金合計…④

Ⅱ　準備金
　　前期繰越損失（※７）
　　当期純利益
　準備金合計（※８）…⑤

資本合計（④＋⑤）…⑥

負債資本合計（③＋⑥）

※　貸借対照表は、決算時点（平成１８年３月３１日）で公社が保有す
　る資産、負債などの財政状況を表示しています。

４，４６２，６３１円
４，５６１，８２３，０１９円
３，３５８，０１５，１２６円
９２９，２５８，７４８円
８，８５３，５５９，５２４円

５，０００，０００円
５，０００，０００円

８，８５８，５５９，５２４円

８，８４９，６００，０００円
８，８４９，６００，０００円

８，８４９，６００，０００円

５，０００，０００円
５，０００，０００円

２２，２０３，２９７円
２６，１６２，８２１円
３，９５９，５２４円

８，９５９，５２４円

８，８５８，５５９，５２４円

※１　公有用地として先行取得した土地
※２　土地の造成工事が完了した売却可能な土地および未造成の土地
※３　代替地として先行取得した土地
※４　定期預金
※５　銀行からの借入金
※６　公社の資本金（市からの出資金）
※７　１６年度からの繰越損失
※８　利益を積み立てている資金

Ⅰ　事業収益
　公有地取得事業収益（※１）
　附帯等事業収益（※２）
　補助金等収益（※３）

事業収益合計

Ⅱ　事業原価
　公有地取得事業原価（※４）

　　事業総利益…①

Ⅲ　事業外収益
　受取利息（※５）…②

当期純利益（※６）（①＋②）

※　損益計算書は、１年間（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日
　まで）の公社の損益状況を表示しています。

２６３，０９０，０９４円
８，１３５，４８７円
１１５，０００，０００円

３８６，２２５，５８１円

３６０，０６４，５３４円

２６，１６１，０４７円

１，７７４円

２６，１６２，８２１円

※１　保有地の売却により得た収入
※２　駐車場事業および土地の賃貸による収入
※３　市からの補助金
※４　売却した土地の原価（簿価額）
※５　預金に対する受取利息
※６　１７年度に生じた利益

備　　　　考金　額区　分

（資産の部）

１流動資産

４，４６２，６３１円普通預金４，４６２，６３１円　現金及び預金

増戸地区面整備事業用地ほか４，５６１，８２３，０１９円　公有用地

面積　１７４，２３８．３７㎡

４，５６１，８２３，０１９円

菅生テクノヒルズ開発整備事業用地ほか３，３５８，０１５，１２６円　完成土地等

面積　１０７，９３８．５９㎡

３，３５８，０１５，１２６円

公共用地などの取得に伴う代替地ほか９２９，２５８，７４８円　代替地

面積　５，５２０．５３㎡

９２９，２５８，７４８円

２固定資産

５，０００，０００円定期預金５，０００，０００円　投資その他の資産

８，８５８，５５９，５２４円資産合計

（負債の部）

１流動負債

８，８４９，６００，０００円短期借入金８，８４９，６００，０００円　短期借入金

８，８４９，６００，０００円負債合計

５，０００，０００円基本財産８，９５９，５２４円差引正味財産

３，９５９，５２４円繰越準備金

※財産目録は、決算時点（平成１８年３月３１日）において、公社が保有するす
　べての資産（土地、建物、現金、預金など）および負債（借入金など）を
　その区分、種類ごとに一覧にし、財産状況を表示しています。

貸貸貸貸貸貸貸貸貸貸貸貸貸貸借借借借借借借借借借借借借借対対対対対対対対対対対対対対照照照照照照照照照照照照照照表表表表表表表表表表表表表表貸借対照表 平成１８年３月３１日現在

損損損損損損損損損損損損損損益益益益益益益益益益益益益益計計計計計計計計計計計計計計算算算算算算算算算算算算算算書書書書書書書書書書書書書書損益計算書 平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで

財財財財財財財財財財財財財財産産産産産産産産産産産産産産目目目目目目目目目目目目目目録録録録録録録録録録録録録録財産目録 平成１８年３月３１日現在
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